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要旨：本学のコミュニケーション支援グループ (Communication Support Group: CSG)では、他大学で学ぶ聴覚障

害学生に対して遠隔情報保障を行っている。現在は研究段階という理由から、現地へのスタッフ派遣や情報保

障スタジオ内での技術支援など、間接的に情報保障にかかわる面でも支援を行っているが、実用段階ではこれ

らのコストを支援先に負担してもらうか、支援者が負担するか、十分な議論が必要である。すなわち、現実の

問題として情報保障の運用にかかるコストが問題となる。本稿では、遠隔情報保障システムに含まれる人的・

物的資源とコストについて分析し、実用化に向けた課題について考察する。
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1．まえがき

　近年、聴覚障害者の進学率が向上し、社会参加も進む中、

情報保障の多様化、高度化の推進が課題となっている。こ

の流れの中で、専門的な講義内容の通訳を行なうことも必

要とされている。

　映像伝送技術や符号化技術の進歩、高速ネットワーク回

線の整備に伴い、テレビ電話やテレビ会議システムなどに

よる画像通信を用いた遠隔地間での手話会話が可能になっ

てきた。実際に、病院での診療場面や携帯電話の契約場面、

官公庁の窓口などでテレビ電話やテレビ会議システムを用

いた遠隔地手話通訳が実施・試行されている [1~3]。

　本学においては、コミュニケーション支援グループ 

（Communication Support Group：CSG）を中心として、本学、

および他大学で学ぶ聴覚障害学生に遠隔情報保障を行って

いる [4~10]。すなわち、講義内容の手話通訳や PC要約筆

記 1）などによって、遠隔地の聴覚障害学生に必要な講義

情報を提供しており、一定の効果をあげている。

　現在、遠隔情報保障は研究・発展段階であり、その実施

には莫大な人的・物的コストが支払われている。聴覚障害

者に対する情報保障が研究段階を経て、自治体や公的機関

などが主体となってサービスを運用する段階になれば、当

然、十分な費用対効果が得られるかどうかの検討が必要と

なる。

　現状では、手話通訳や PC要約筆記など、複数の手段を

組み合わせて情報保障を行なっている。一方、情報保障

の対象となる聴覚障害者の要望や支払えるコストに合わせ

て、一部の手段を用いて情報保障することも可能であると

考えられる。今後、遠隔情報保障システムが一般に普及す

るためには、利用者のニーズとともにシステム運用者・利

用者の支払えるコストも考慮する必要があると考える。

　本稿では、現在利用されている遠隔情報保障システムの

運用コストについて、機器の構成と必要な操作から情報保

障実施のためのセットアップ作業のコストを求め、情報保

障手段の組み合わせとコストとの関係について考察する。

なお、システムを構成する機器の価格や、情報保障者に対

する謝金等の金銭面のコストについては、機器の種類や情

報保障者団体によって価格が変動することがあるため、本

稿では議論の対象としない。

　2章ではさまざまな遠隔情報保障の手段について概説す

る。3章では 2008年度に実際に運用した遠隔情報保障シ

ステムの構成と、システムを機能ごとに分割した構成例を

示し、システムの要素数や稼働に必要な作業数を分析する。

4章では情報保障の構成と運用コストとの関連について考

察し、費用対効果を意識した遠隔情報のあり方について議

論する。最後に 5章で本稿をまとめ、今後の課題を示す。

2．遠隔情報保障の手段と構成要素

　ここでは、本学で行なっている遠隔情報保障の手段と、

その構成要素について説明する。

遠隔手話通訳：支援先（現地）にいる講師の音声を、ビデ

オ会議システム（Polycom社、HDX9004）によって遠隔情

報保障スタジオ（以下、スタジオ）に伝送し、手話通訳者

が音声言語をリアルタイム通訳する。また、質疑応答の際

など、現地にいる聴覚障害者の手話をスタジオから読み取

り通訳する。 

キーワード付加 [4~7]：手話通訳映像に専門用語などのキー

ワードを合成し、手話表現が難しい場合などに指差して使

用する。キーワードは通訳者映像の前面下部に合成される。
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資料付加 [4][5]：手話通訳者の背面右、または左側に資料（ス

ライド、パワーポイントなど）をクロマキー合成する。資

料に含まれる図を指差したり、講師の読み上げている部分

に線を引いたり、付加情報を手書き入力する。

　キーワードの入力と資料への書き込みには、それぞれ独

立したオペレーターが対応する。以上に述べた、手話通訳

にキーワード、および資料を合成した映像を、本稿では合

成手話通訳映像と呼ぶ。なお、資料とキーワードのクロマ

キー合成には、Roland社、V-440HDを使用している。

PC 要約筆記：支援先（現地）にいる講師の音声を、全文

または要約した日本語文章にタイプ入力し、インターネッ

トを通して伝送する。支援先では字幕を受信し、任意のモ

ニタで字幕を聴覚障害者に呈示する。なお、文字の入力、

伝送、表示には PC要約筆記用のソフトウェア IPtalk[11]

を使用している。

技術支援：各種機材のセットアップや調整を行う。また、

ネットワーク接続の確認や、情報保障システムの稼働状況

などについて、支援先の技術担当者とのやり取りなども行

う。

情報保障者への情報提示 [8][9]：支援先から送信されてく

る学生、講師の映像、講師が使用している PCの画面、お

よび合成手話映像を合成したものを、情報保障者に対して

提示している（図 1）。支援先の音声だけでなく、講師や

受講生の映像を提示することで情報保障のしやすさが向上

する [9]。

記録：手話通訳の様子や、要約筆記の入力データなどを記

録する。記録したデータは、通訳者の研修や解析のために

使用する。

3．遠隔情報保障システムの構成と分析

　ここでは本学で稼動していた（図 3は参考）遠隔情報保

障システムの構成図を示す（図 2~4）。2つの情報保障の

形態による情報保障を以下の講義で行なっている（表 1）。

3.1　構成

　図 2~4は遠隔情報保障システムの機器の構成を示して

いる。各構成要素にはラベルをつけ、主な機能と必要な操

作の略号を示している。図中の実線矢印は物理的配線 2）を、

破線矢印は情報の流れを、二重矢印は機器の操作や入力を

表わしている。

　各要素に記入されている略号は、機器に対する必要な操

作を表わしている。以下にそれぞれの英語表記、略号、お

よび操作内容の説明を示す。

英語表記（略号）：説明

Power On（Pow）：電源を投入する。

Preset（PS）：プリセットを呼び出す。

Adjustment（Adj）：機器を調整する。例えば、つまみやス

ライダ、ボタンの操作によって音量調整、映像切り替えな

どをする。

Software Activation（SA）：ソフトウェアを起動する。

Software Setting（SS）：ソフトウェアの設定をする。

　図 2のすべての情報保障を含む形態【All】の動作につ

いて述べると、（1）ビデオ会議システムを通して現地の映

像・音声をスタジオに伝送し、（2）スタジオではそれらを

情報保障者に提示する。（3）手話通訳者は音声を手話に、

PC要約筆記者は文字に変換し、現地に返送する。

3.2　分析

　実際に稼働していた【All】の構成を機能分割すること

で、別の情報保障構成を作り出すことが可能である。【All】

の構成から手話通訳のみを取り出したものを【手通】、手

話通訳補助のみを取り除いたものを【手話 +要筆】、PC

要約筆記を取り除いたものを【手通 +補助】と表記する。

以上の情報保障システムの形態ごとの要素数、機器数、ス

タッフ数を表 2に、システム稼働に必要な作業との関係を

表 3に示す。 

4．考察

4.1　情報保障の形態によるコストの変動

　表 2から、複数の情報保障手段の組み合わせの数に比例

して、構成要素が増えることがわかる。また、作業数も構

成要素の数と同様に増大する（表 3）。このことから、情

報保障の規模の縮小による運用コスト（人的・物的なコス

ト）の削減が可能であることがわかる。

表 1　分析対象の支援講義

形態 場所 期間 講義名

【要筆】 筑波技術
大学（茨城）

2008年
4~7月

ネットワーク論
西洋建築史
地域施設計画論

【All】
日本福祉
大学（愛知）

2008年
4~5月

障害者コミュニ
ケーション

図 1　情報保障者への提示情報
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図 2　手話通訳、手話通訳補助と PC要約筆記【All】

図 3　手話通訳のみ【手通】

図 4　PC要約筆記のみ 3）【要筆】

表 2　情報保障の形態と構成要素

形態 要素数 機器数 スタッフ数
【手通】 11 8 3 
【要筆】 12 8 4 

【手通 +補助】 22 17 5 
【手通 +要筆】 22 16 6 
【All】 31 23 8

表 3　情報保障の形態と必要な作業

形態 Pow PS Adj SA SS Total
【手通】 7 0 3 1 2 13
【要筆】 8 0 1 7 7 23

【手通 +補助】 16 4 5 5 6 36
【手通 +要筆】 15 2 3 4 5 29
【All】 22 4 5 8 9 48 
Average
 13.8 2.0 3.4 5.0 5.8

　また、一般に構成要素の数が増えるに従ってシステムの

信頼性（稼働率 4））は低下することから、適切な情報保障

手段の組み合わせが必要であるといえる。すなわち、聴

覚障害学生のニーズに合わせた情報保障手段の省略によっ

て、どれだけの人的・物的コストが削減できるかを検討す

る必要がある。

　表 2、3から、要素数はおおむね 3レベルに分かれ、作

業数はある程度のばらつきがあることがわかる。【手通】

と【要筆】、【手通 +補助】と【手通 +要筆】をそれぞれ

比較すると、要素数はほぼ同程度で、作業数の差が大きい。

システムの複雑さの差異が小さいならば、情報保障の構成

を利用者側の視点で選ぶことは、有益であると考える。
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　聴覚に障害がある人の中には口話を主なコミュニケー

ション手段としている人もいる。このため、支援の対象者

の特性によっては、手話よりも要約された文章の字幕を好

む人もいると考えられる。また、キーワードも手話通訳者

の指差しだけに使用されるわけではなく、単語や要約され

た文章を提示することで簡易的な情報保障の手段となりう

ることが示唆されている [5]。

　対象者が質疑応答を筆談や口話で行うことを選択した場

合、必ずしも双方向で映像・音声を送信する必要はなくな

るため、カメラやマイクなどの機器数を減らしたり、簡易

なものに変更することも可能であると考えられる。ただし、

支援先に設置するカメラを変更することは情報保障者に対

する情報提示の品質を低下させる恐れがあるため、情報保

障に影響のない範囲で調整する必要がある。

　手話通訳や要約筆記に最低限必要な情報は音声である。

それ以外の付加情報による情報保障の質の向上はまだ明ら

かではないが、情報保障者に与える影響はある [9]。この

ため、付加情報の低減によるコストの削減には注意が必要

である。

　図 1のように、講師映像と学生映像を提示するには支援

先に 2台のカメラと、少なくとも一人の技術スタッフが必

要である。講師が移動したり、聴覚障害学生が手話によっ

て質問をするためにはカメラのアングル・フォーカスなど

の調整が必要である。読み取り通訳を必要としないならば、

カメラの設置台数を減らせるし、また、質問時にカメラを

操作するのではなく、質問者にカメラに近づいてもらえば

スタッフの手間は減らすことができる。しかしながら、情

報保障のために講義参加者に対して要望を出すことが支援

先の負担にならないか注意が必要である 5）。

4.2　作業コスト削減のための試み

　ここでは、遠隔情報保障システムが稼働するまでの作業

コストの削減を中心に議論する。

　前節で、情報保障の手段が増えるにしたがって作業量が

増加することを述べたが、作業量を簡単な方法で減らすこ

とも可能であると考える。機器の設定によって操作の手順

を減らす方法として、たとえば以下のものがあげられる。

 ・モニタの入力信号（ソース）を固定することによって、

設定変更を不要にする。これによって、電源を投入するだ

けで、機器が使用可能状態になる（Adj の削減）。

・ 調整可能な部分を減らすことで、混乱を減らす。例えば、

音量調整のためのミキサはツマミやスライダが多く、どれ

を操作するべきか、また、操作結果がどう反映されるかが

わかりにくい。ツマミを固定したり、操作できないように

カバーを付けることで混乱を減らすことができる（不要な

Adj の抑止）。

　人的な要因でも一人当たりの作業量を減らすことは可能

である。

 ・機器の調整を分担することで、一人当たりの作業量を低

減する。ただし、情報保障者が本来の職務に支障のない範

囲で、かつ、自らの担当する情報保障の品質の向上に寄与

する形での分担が望ましい。例えば、カメラや資料出力

PCは、手話通訳のしやすさ（手話の適切な撮影範囲、合

成された資料の指さし）に直接影響するため、手話通訳者

自身が調整したほうがよい（作業負荷の分散）。

 ・電源スイッチの集中化によって電源投入を減らすことが

可能になり、どの機器の電源が入っているかを「見える化」

すれば、電源の入れ忘れを減らせると考えられる（Pow の

低減、漏れ防止）。

 ・ソフトウェアの起動を自動化（スタートアップへの登録

など）することによって、表 3に示した SAを減らすこと

ができる（SAの低減）。

　以上の方法で比較的簡単に作業コストの低減を実現でき

ると考えられるが、複数の機能の合成によって機器数を減

らすことも必要であると考える。

4.3　システムのバックアップに関するコスト

　ここでは、ハードウェア、およびソフトウェアの障害に

よって、システムが正常に機能しなくなった場合の対策に

ついて述べる。

　現状では、ネットワーク等の異常により、テレビ会議シ

ステムが機能しない時にはデータ通信カード FOMA A2502  

HIGH-SPEED[13]（株式会社 NTTドコモ）と映像伝送ソフ

トウェア Smart-Telecaster II（株式会社ソリトンシステムズ）

を用いて合成手話通訳映像のみを伝送できるようになって

いる。また、PC要約筆記が機能しなくなった場合は、復

旧までの間、現地の技術支援者が字幕を入力している。

　実際の運用でどこまでバックアップが必要か、情報保障

の免責範囲はどこまでかを考慮しておく必要がある。例え

ば、大規模な停電が起こった場合やネットワークの基幹が

止まった場合は情報保障スタジオ自体が機能しなくなるこ

ともあると考えられる。

5．あとがき

　本稿では、筑波技術大学で運用している遠隔情報保障シ

ステムの構成を分析し、その運用に必要な作業コストの削

減、およびシステムの改善方法についてまとめた。

　遠隔情報保障が一般的に運用、利用されるためには、支

援者側と支援先の双方に過剰な人的・物的負担を課さない

ことが重要である。本稿では主に支援者側のシステムにつ

4



遠隔情報保障システムの運用コストに関する一考察 

いて検討したが、支援先でのシステムの簡略化や情報提示

の形態についても検討が必要である。また、情報保障シス

テムの構成要素の数や作業数などのコストと、情報保障の

質との関連についても検討が必要であると考える。
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注

注 1）　文字通訳、もしくは PCノートテイクと呼ばれるこ

ともある。本稿では音声情報の要約、または全文を

PC入力によって提供することを PC要約筆記と表記

する。

注 2）　実際には電源やネットワークの配線、ネットワー

クハブなどの機器も存在するが、これらは基本的な要

素であり、図の簡略化のためにも省略している。

注 3）　要約筆記者の人数は講義の形態に合わせて変動す

るが大体 2~4人である。本稿では 3人体制を想定して、

システムの作図、分析を行っている。

注 4）　稼働率は直列システムの場合、稼働率 α  = α1× α2 
× ... × α（n ただし、αi ≦ 1は機器単体の稼働率を示す）

と表現できる。

注 5）　講師自身が障害に配慮した授業展開をすることは

望ましいことであるが [12]、それが講義の質自体を低

下させないように注意することも必要である。
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Abstract: We have been supporting remote information assurance for hearing impaired students who attend a university. 

All of the costs are paid by the supporters because the project is still in its study phase. In the case of practical operations, 

we need to clarify the argument between supporters and users over their respective share of the contributions for 

interpretation and equipments. In this report, we investigate the relationship between features and operational costs of 

the current information assurance systems. The results of system analyses show that some practical problems exist when 

operating remote interpretation systems. Moreover, we suggest some possible methods for decreasing these operational 

costs. 
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